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栃木県内の小中学校には県教委の指定を受けて
外国人児童生徒教育に取り組んでいる「外国人児童
生徒教育拠点校」がある。平成 22 年度は小学校
29 校中学校 11校の計40 校だ。これらの拠点校の
外国人児童生徒担当教員研修を目的とした、宇都
宮大学HANDSプロジェクト主催「外国人児童生徒
教育拠点校担当者研究協議会」が 8月19日に宇都
宮大学国際学部大会議室で行われた。夏休み中に
もかかわらず、上記 40 校中 23 校の担当教員の参
加を得ることが出来た。本協議会の趣旨をご理解い
ただき各拠点校校長先生や担当の先生方に通知い
ただいた各市町教委、後援をいただいた栃木県教
委に改めて感謝の意を表したい。
本年始動したHANDSプロジェクト事業の中で
もこの「外国人児童生徒教育拠点校担当者研究協
議会」は大きな目玉の一つである。HANDSプロジェ
クトの前身である宇都宮大学特定重点推進研究に
よる「平成 20 年度栃木県外国人児童生徒在籍校
調査」や同年県総合教育センターで行われた栃木
県教委主催「帰国外国人児童生徒教育研究協議会」
出席者への調査などからも、①担当教員の多くは
経験が 3 年未満で指導が上手く行かず悩んでいる
こと②担当教員のほとんどが指導法等について研
修の機会を強く望んでいること③外国人児童生徒
在籍校の教員の多くが外国人児童生徒教育に関わ
る人材や研修の機会を増やすべきと感じているこ
と、の実態を掴んでおり、先ずは “ 担当教員の話し
合いの場 ”を作ることが急務と感じていた。また当
日の様子はNHKニュ スーや新聞でも取り上げられ、
社会的な関心の高さも実証された。
出欠確認等の準備段階で興味深い数値が出た。
まず、外国人児童生徒教育の担当教員は40 校で
合計 54 名いることがわかった。その内訳は1名体
制が 31校、2 名体制が 5 校、3 名体制が 3 校そし
て4名体制が 1校と各校の体制に差があった。担
当教員の外国人児童生徒教育における経験年数は
54 名中 48 名について知ることが出来た。その結果
は今年1年目が最も多く15 名、2 年目が 11名、3
年目が 6 名・・と続き、約 6 割が経験 3 年未満で
あることがわかった。これは 2年前の調査結果と同
じであった。短期間で担当者が変わることは前述し
た“外国人児童生徒教育に関わる人材や研修の機
会を増やすべきである”という意識の実態に相反す
ると同時に、指導対象の外国人児童生徒にとって
も不利益となるかもしれない。「外国人児童生徒教
育拠点校研究協議会」における今後の取り組みが
大きな鍵を握っているとも言えるだろう。
今回は第 1回と言うこともあって各校の実態や担
当教員の抱えている悩みや疑問を存分に発言しても
らうことに重点を置いた。話し合う場が得られたこ
とに喜びを感じた担当者も多く見られたが、課題が
解決せずに消化不良だった担当者が居たであろう
ことも否めない。HANDSプロジェクトでは本研究
協議会での話し合いを基に「外国人児童生徒教育
Q＆A（仮称）」の本年度末発行を予定している。
それは拠点校における指導の充実を図ると同時に、
県内に100 校近くあると推定される“非拠点校（外
国人児童生徒は在籍するが拠点校として担当教員
を持たない）”における指導を支援することも目的と
している。第 2 回はQ&Aの作成を見通した実質
的な話し合いを進めるとともに、参加者が持ち寄っ
た疑問に対してその日に回答を持ち帰ることのでき
る短時間のプログラムを工夫したいと考えている。
第 2回は 11月4日（木）に開催を予定している。
今回参加いただいた担当教員はもちろん、今回は
都合で参加いただけなかった方々にも是非ご参加い
ただきたい。本協議会のように外国人児童生徒教
育に携わる教員が全県レベルで定期的な研究会を
行うことは全国的にも例が少ない。現場の問題を分
かり合える教員が自分たちで問題を解決してこそ、
子ども達に対する本当の指導力が身につくのではな
いだろうか。皆が力を合わせて外国人児童生徒教
育のプロフェッショナル集団が出来ればと願う。
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